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１．序論

（１）研究の背景・意義

　都市圏における河川・運河（以下，河川と記す）は，その主要

な目的である水を供給するライフライン，水運施設としての役割

だけでなく，都市住民に景観や憩い等の，文化的サービスを供給

する場としての機能も担っており，河川環境の整備に対する期待

は高まっている 1）。例えば，平成 12 年度関東圏で行われた市町

村職員を対象とした河川整備のニーズ等に関するアンケート調査

では，52％が環境用水（環境保全や景観形成に必要な水）へのニー

ズがあるとの回答だった 2）。

　こうした世論の高まりを受け，1997 年の河川法の改正におい

ては，治水，利水のみでなく，国民のニーズに的確に応え，また，

河川の特性と地域の風土・文化等の実情に応じた河川整備を推進

するため，河川管理者だけによる河川の整備計画ではなく，地域

との連携による河川整備計画の策定を進めることとなった 3）。こ

の改正を受け，全国の自治体で河川整備計画の策定が進められて

いるが，住民の河川に対するニーズに応じた河川整備計画を作成

していくためには，住民が河川からどのように文化的サービス

（Cultural Services：以下 CS と記す）を享受しているかを把握

することが肝要であろう。なお，本研究における CS は，MA

（Millennium Ecosystem Assessment）4）の定義を基に，MA に

おけるレクリエーション・ツーリズムの価値を「散歩，遊び，運動，

魚釣り，食事，イベントへの参加」，審美的価値を「景観，創作

的活動」，精神的・宗教的価値を「癒し，お参り，伝統的な祭り」，

教育的価値を「習い事，環境教育への参加」，地域社会の形成の

価値を「地域コミュニティ活動やボランティア活動」とした。

　人口減少が続き社会基盤整備に充てる自治体の予算が縮小し続

ける中においては，限られた予算の中でより効果的な河川整備や

施策を検討する必要がある。また，少子高齢化，環境問題，エネ

ルギー制約といった，我々が直面する社会情勢の中で，河川など

の社会基盤に求められる機能や地域のニーズは多様化している。

こうした時代の要請に合った適切な社会基盤の維持管理・更新を

行っていくためには，市民が河川から CS をどのように享受して

いるかを把握して，効果的・効率的な河川の整備・管理を実現す

る必要がある。このため，都市住民が河川から CS を享受する意

思決定要因について，その社会的・環境的構造を把握することは，

河川整備の計画や施策に有用と考える。

（２）既往研究と本研究の位置づけ

　河川の CS 享受の意思決定要因に関連する研究は，利用者の基

礎属性や心理，金銭価値などの非物質的な要因である社会的要因

に関する研究と河川の護岸構造や緑地の有無，利用者の居住環境

などの物理空間的な要因である環境的要因に関する研究の 2つに

分けられる。また，社会的要因の研究には，河川を含む自然環境

を対象とした研究と河川に特化した研究がみられる。

　河川を含む自然環境からの CS 享受の社会的要因についての研

究では，CS の評価に影響を及ぼす要因として，個人の過去の体験

等に基づく価値観や評価対象とした CS の認知，経験との関係 5），

日常的に自然環境と関わる度合等 6）との関係が報告されている。

また，CS の価値評価は他の ES（Ecosystem Services）と比べ，

生態系の構成要素や構造からのみに規定されるのではなく，個人

の能動的な行動 7），8）や過去の自然体験等を反映した自然に対す

る認識の違いによることが指摘されている 9），10）。

　河川に特化した研究では，河川護岸の清掃活動に参加している

ことが，河川に訪れる最も重要な影響要因であり，参加している

人は訪れる回数も多くなること 11），日常的な利用が近隣河川への

肯定的な認識を育むこと 12），また，河川に対する意識が，水辺の

経験に左右されるとともに，その経験により河川に対して重要視

する機能（レクリエーション，防災等）が異なることを明らかに

した研究 13）がある。これらの研究から，河川の CS 享受の意思決

定要因を把握するには，性別・居住地などの基礎属性の他に，河
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川に対する認知・経験等を考慮して要因の分析を行う必要がある。

　一方，環境的要因に関する研究には，河川に対する価値評価に

関する研究として，水辺の親水性や景観性の向上が図られること

によって，河川空間の利用価値だけでなく，河川空間の存在価値

も高められること 14），河川に対する満足度は，「快適環境」，「清

潔感」，「安全性」，「自然環境」の因子の内，最も影響が大きいの

は，安らぎやのんびりできるなどの「快適環境」であることが報

告されている 15）。

　また，河川の生態系及び環境の質が CS の量や質に影響を及ぼ

すことを明らかにした研究が蓄積されている 16）。例えば，河川

に付帯する公園の自然地区の自然度の違いがレクリエーション利

用に影響を及ぼすことを明らかにした研究 17），１級河川におけ

る利用実態調査のデータを解析した結果，河川の BOD，SS 等の

水質環境がレクリエーションの種類に影響を及ぼしていることを

明らかにした研究 18），河川によりネットワーク化された緑地は，

散在する緑地よりもアクセス性，量，多様性が高く評価され，満

足度評価も高いとした研究 19）などがある。また，河川自体の空

間構造についての既往研究として，園芸をはじめとする地先利用

の出現する確率が高い区域は， 護岸形態に自然的要素の残存する

ところであり，ここでは清掃活動への参加率も高くなることを明

らかにした研究 20），川幅 40m 前後・60m 前後・135m 前後で河

川のイメージが異なり，それぞれ小河川・大きな河川・大河川の

イメージを形成しているとした研究 21）がある。

　以上のように，河川から都市住民が CS を享受する要因として，

多様な社会的要因と環境的要因があることが明らかになっている。

しかし，既往研究においては，これらの社会的要因と環境的要因

の両方を解析に組み込み，いずれの影響が強いのかを比較可能な

かたちで検証した研究はみられない。清水ら（1997）は，河川の

利用行動が，整備レベル，物理的制約，個人の事情，社会的情勢

（関心度）等を特性変数とした効用関数を基本構造とするランダ

ム効用理論に基づく離散型選択モデルとしてモデル化できること

を報告している 22）。しかし，この研究では環境的要因を利用者

の認識度合いで評価しており，実際の環境データを用いていない。

今後，より効果的な河川整備を検討していくためには，河川の

CS 享受について社会的要因と環境的要因を組み込んだ検証を行

うことが有効であろう。

（３）研究の目的

　本研究は，都市住民が河川から CS を享受するに至る意思決定

要因について，CS を享受する主体の社会的要因（基礎属性，経

験等），及び環境的要因（河川の空間構造，居住域の緑地量等）

に着目して，これら諸要因の影響の度合いを明らかにすることを

目的とした。

２．研究の方法

（１）仮説モデル

　本研究では，河川の CS 享受の要因を把握するために，社会的

要因と環境的要因の両方を変数に用いた仮説モデルを立てた（図

－１）。

　社会的要因として，河川の遊びに関する研究からは年代によっ

て河川との関係性が異なるという研究 23），及び過去の自然体験

の量が大人になってからの自然の要求度に影響を及ぼすという研

究 8），9）から，年代による過去の経験の違いを反映するモデルを

想定した。さらに，近年の社会心理学分野における生態系サービ

ス享受の意思決定モデルの研究から，生態系サービスの享受に，

対象となる自然環境への愛着と距離をコストとした関係性が成り

立つことを明らかにした研究 24）～26）を参考に，愛着と距離を変

数としたモデルとした。なお，本研究におけるコストは，調査対

象とした CS の多くが無償で，有償でも高額なものは想定されな

いため，河川までの「距離」をコストとした。

　また，環境的要因としては，利用した河川の環境と利用主体の

居住環境を考慮した。河川の環境では，既往研究から，河川の

幅 21），自然環境の有無 27），護岸構造 20），水質 18），22）などが現在

の利用に影響を及ぼすことが明らかにされている。また，居住域

の環境が生態系サービスの要求度に影響を及ぼすことを明らかに

した研究 11），28）が蓄積されていることから，両環境が現在の利用

に直接的に影響を及ぼすことを想定したモデルとした（図－１）。

（２）調査対象地及び調査対象河川の概要

　都市住民が河川の CS を享受する要因を把握するため，名古屋

市民に対するインターネットアンケートを実施した。名古屋市は，

市域面積 326 .4  km ²，平成 28 年 4 月 1 日現在の推計人口が

2,295,328 人の都市である。市内には，河川法（昭和 39 年 7 月

10 日法律第 167 号）における一級河川，二級河川，及び準用河

川から河川法適用外の普通河川が存在している。主要な河川とし

て，名古屋市域の北端から名古屋市西部の南端の名古屋港にかけ

て一級河川の庄内川が流れ，名古屋市北東部から名古屋港にかけ

ては二級河川の天白川・植田川が流れる（図－２）。この両河川

の内側の市街地および外側の居住系地域においては，二級河川か

ら普通河川がある程度の間隔をおいて流れており，名古屋市民は，

多様な規模の河川へのアクセスが可能になっている。このため，

名古屋市は都市住民が河川からの CS を享受する要因を把握する

ための調査対象地として妥当である。

　アンケートの対象とした名古屋市内の河川は，名古屋市史 29）

及び名古屋市のホームページ 30）を参考に，名古屋市内で主要な

河川を網羅的に調査対象とした（表－１）。なお，本研究では，

市街地内に存在する運河（堀川，中川運河）も河川と同様の CS

を供給する場所であると想定して調査対象地に含めた。堀川は，

名古屋市の都心部（中区）を南北に貫く運河で，両護岸には，遊

歩道を有する場所が多く存在する。また，中川運河は，名古屋駅

から名古屋港を南北に渡り南北に連なる運河で，こちらは，運河

の主要な橋梁付近にはポケットパークを擁し，名古屋港付近には，

両護岸に緑地を有する。これらの河川の内，解析に用いた河川は，

アンケートでの回答者（利用者）が 10 名以上となった 10 河川と

した（表－１，表－２）。回答者が 10 名の扇川，13 名の植田川

においては，それぞれ年代別・性別では回答が得られなかったセ

グメントがあったが，年代別には全てのセグメントで回答は得ら

れた（表－２）。解析対象外とした 8 河川の内，新川，戸田川，

福田川，日光川は，名古屋市の西端に位置し，河川の一部が名古

屋市域外を流れる河川である（図－２）。また，新堀川，大江川，

大高川，手越川は，延長が短く，また流域の中に工業系地域が多

い（図－２）。本調査の回答者数は 200 票だが，名古屋市の住居

系地域及び商業系地域を通る主要な河川についての回答が得られ

た。

図－１　社会的要因，環境的要因を変数とした河川からの
　文化的サービス享受の意思決定仮説モデル

※実線：社会的要因，破線：環境的要因
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（３）アンケート票の作成

　解析に用いた質問項目とその選択肢をそれぞれ表－３，表－４

に示した。調査項目を設定するにあたり，仮設モデルに合わせて

（図－１），説明変数について尋ねる質問項目を設けた。

　過去の経験については，過去のいつに経験しているかを検証可

能な様に，幼少（小学生以下の時期），中学生，高校生，大学生，

社会人の区分別に利用頻度と利用滞在時間を尋ねた。また，特に

中学生以下の時期の自然経験が重要であるという研究を参考に，

中学生以下の時期については，利用回数，滞在時間を記述式で回

答を得た。

　コストについては，河川までの「距離」が算出可能な様に，回

答者が居住する郵便番号の回答を得た。愛着については，森林等

自然環境の評価の要因の研究 31），32）を参考に，河川一般に対する

好感性，親近感，居住年数，また関連として自然環境に関する保

全活動の経験度合いについての回答を得た。

　利用回数については，最近 5年間における 1年間の平均利用回

数を，滞在時間については最近 5年間における 1回の平均滞在時

間を記述式で回答を得た。

（４）アンケートの方法

　インターネットアンケートの概要を表－５に示した。アンケー

トは楽天リサーチを用いて行い，回答者は楽天リサーチに登録し

ているアンケートのモニター200 名とした。2014 年 9 月に実施し

て，有効回答数 200 票を得た（表－５）。回答者の選定にあたり，

名古屋市内の区別人口に応じて各区への配布数を決定して，さら

に，各区の性別別及び 3世代別（30 代未満，40-50 代，60 代以上）

の人口構成に応じるように回収数の設定を行った。モニターの選

定にあたり，出来る限りランダムに抽出が可能な様に，モニター

の募集を一定期間行い，各区の性別・世代別人口構成に応じて

200 票以上の回答者を集めた後，各セグメント内でランダムに回

答者の抽出を行った。

　インターネットアンケートは，回答者がアンケート会社に登録

されたモニターであるというバイアスがある。一方で，短期間に

低コストで調査が可能であること，提示された質問に対して回答

を行わないと次の質問が提示されない仕組みのため，CS に関心

の低い回答者の意見も含めて高い回収率が得られること，および

登録モニターの中から名古屋市の年齢構成に比例した回答者数を

得られることなどの利点も存在する。本研究の様に，都市部にお

いては，モニター登録者数が多いため，インターネットアンケー

トのモニターであるというバイアスは幾分軽減していると考えら

れる。このため，本研究においては，性別，年代別の標本抽出数

に留意しつつ，インターネットアンケートを採用した。 

　評価対象とした CS は，MA における CS の項目を基に，既往

研究における河川の CS 9），33），国土交通省による河川水辺の国勢

調査の CS を参考にして，河川から得らえる CS が出来るだけ網

羅される様に設定した（表－６）。そのため，お参りや癒し，環

境教育，地域コミュニティ活動なども項目に入れた。MA の分

表－１　アンケートの対象とした河川・運河

表－２　河川別の回答者

＊国土交通省国土数値情報の河川データ，行政区域データ（平成 28 年）および用途地
域データ（平成 23 年）を用いて作成。図中の住居系地域には第一種中高層住居地域・
第一種低層住居専用地域・第一種住居地域・第二種中高層住居専用地域・第二種低
層住居専用地域・第二種住居地域・準住居地域が，商業系地域には商業地域・近隣
商業地域が，工業系地域には工業地域・工業専用地域・準工業地域がそれぞれ含ま
れる。

図－２　解析対象とした名古屋市内河川

表－３　アンケートの構成
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類は，ES を一般市民にも広く認知させることを意識して作成さ

れており 34），本アンケートにおいても有効であると考えた。

（５）解析方法

１）河川の利用状況及び河川環境

　河川の利用状況に関する基礎的な情報として，性別，年代別の

河川の利用回数等を単純集計により求めた。また，年代別，滞在

時間別，利用回数別の利用用途の違いを把握するため，滞在時間

区分・利用回数区分と利用用途とのクロス集計を行いχ二乗検定

を行った。また，滞在時間区分・利用回数区分のそれぞれの利用

用途の割合についてピアソン積率相関係数を算出した。

２）利用時間，利用回数と各変数，及び変数間の相関

　従属変数としたここ 5年間における年間「平均滞在時間（以下，

利用時間と記す）」，「平均利用回数（以下，利用回数と記す）」と

各変数（表－４）との相関関係について，スピアマンの順位相関

係数および統計的有意差の確認を行った。なお，解析モデルとは，

関係性が少ないと判断出来る項目（表－３中，順序３，６，７）に

ついては，解析の対象外とした。

　解析に用いた居住環境及び河川の環境に関する情報は，以下に

説明する様に算出した。

　解析に用いた居住環境は，緑地の利用に居住域の緑の分布等が

影響するという研究 10），28）から，居住域の緑が河川からの CS 享

受に影響を及ぼすことが考えられるため，回答者の居住地区が含

まれる小学校区内の緑の状況について，緑の現況調査報告書 25）

のデータを用いて，緑被面積（㎡），樹林地面積（㎡），農地面積

（㎡），開水面面積（㎡），及びこれら 4 つの面積を合計した樹林

地合計面積（㎡），樹林地率（％），樹林地＋果樹園率（％），樹

林地＋芝・草地＋果樹園率（％），公園面積（㎡），河川緑地面積

（㎡），公園内湖沼面積（㎡），神社寺院面積（㎡）を用いた。なお，

河川までの距離は，回答者の居住地区が含まれる郵便番号地区の

地理的重心点から回答者が最もよく利用していると回答した河川

までの直線距離を ArcGIS10.2 を用いて算出した。

　解析に用いた河川の環境は，既往研究を参考に 22）～24），対象河

川の「市内総延長（m）」，「平均幅（m）」，「開水面面積（㎡）」，「河

川堤防内の緑被率（％）」，「BOD（Biochemical oxygen demand：

生物化学的酸素要求量（mg/L））」とした。「開水面面積（㎡）」

は平成 18 年国土数値情報 2500 分の 1 地図を用いて，「河川堤防

内の緑被率（％）」は緑の現況調査報告書 35）を用いて ArcGIS10.2

にて算出した。また，BOD（mg/L）は既存資料 36））の値を用いた。

　なお，今回のアンケートでは，各河川について名古屋市内の流

域全体に対する利用状況の回答を得た。その結果，地域別に河川

の利用用途に差が認められなかったことから（３．結果（１）利

用されている河川および利用用途に詳述した），CS 享受の要因と

して，河川の詳細な空間構造（護岸や緑地の形状，設置されてい

る遊具等）の影響は少ないと考えられた。このため，各河川につ

いて，CS 享受の河川構造が存在することを確認（橋，堤防上の

道路（遊歩道を含む），堤防外の遊歩道及び親水広場が複数個所

に存在することを確認）した上で，本解析の環境要因としては，

既往研究を参考に 10），16）～21），28），上記要因を選定した。

３）重回帰モデルの作成

　河川の CS 享受の要因について，社会的要因と環境的要因を扱っ

た既往研究はまだ少ない。そのため，共分散構造分析（パス解析）

を行うに当たり基礎となるモデルが存在しない。そこで，本研究

では，当該モデルを構築するに当たり，厳密に変数の選択を行う

ために，重回帰分析を行い有意となった変数を採用した。変数選

択は，まず，利用状況との相関において有意な相関が認められた

変数（P <0.05）を全て投入して，重回帰分析を行い，有意な変

表－４　解析に用いた項目の分類

表－５　アンケートの概要

表－６　アンケートにおける CS の選択肢
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数を優先的に抽出して構成されるモデルを採用した。なお，時間

に対して相関係数が有意な変数として，「中学以下の時期におけ

る時間数」と「中学以下の時期における回数」の両者が有意となっ

たが，この両変数自体の相関が 0.7 以上と高かったため，パス解

析においては，より相関が高い方の変数のみを用いた。

４）パス解析

　全調査対象者のデータを用いて，パス解析（最尤推定法）によ

り仮説の意思決定モデルを検証した。分析には Amos23 .0 

（Arbuckle2011）を用いた。分析したモデルの適合度評価には，

共分散構造分析の解説書 37）～39）に基づき，次の適合度指標を用

いた。CFI（Comparative fit index　比較適合度指標）は，0-1

の値をとり，１に近いほど良いモデルと判断される。なお，CFI

の基準としては，0.95 以上が良いとされる。PCFI（Parsimonious 

comparative fit index　倹約性修正済み比較適合度指標）は CFI

にモデルの自由度を評価する指標 PRATIO（parsimony ratio）

をかけて算出した値で，0.9 以上であれば良いモデルと判断される。

RMSEA（The Steiger- Lind Root Mean Square Error of 

Approximation）は 0.05 未満であれば良いモデル，0.1 以上は良

くないモデルと判断される。AIC（Akaike’s information 

criterion 赤池情報量基準）は，絶対的な基準値はなく，複数の

モデルを比較して，値が小さいほど優れたモデルと判断する。

３．結果

（１）利用されている河川および利用用途

　名古屋市内で利用されている河川を図－３，利用用途を図－４

に示した。回答は，低地部（名古屋市西部），台地部（名古屋市

中央部），丘陵地部（名古屋市東部）に分けて結果を整理した。

各地域別によく利用する河川は，低地部住民は庄内川・堀川，台

地部住民は山崎川・堀川，丘陵地部住民は矢田川・天白川と地域

別に異なった（図－３）。しかし，回答数が 200 票であることか

ら統計的な検証を行うためにはやや少ない回答数ではあるものの，

各地域の住民が河川から得ている CS は，地域別に統計的有意差

は認められなかった（図－４）。各地域共に最も多いのは，景観

及び散歩の利用で，この 2 つで約 45％-70％を占めていた。以下

多い順に，運動，癒しとなった（図－４）。

（２）河川の利用者の割合

　最近 5年以内の河川の性別・年代別の利用状況を図－５に，年

代別の幼少時と高校時の利用状況を図－６に示した。男性 60 代

以上以外の回答者は「５年以内に利用している」が 50％-65％の

範囲だが，男性 60 代以上は「５年以内に利用している」が 80％

図－３　利用されている河川・運河（西から東の順）

図－４　河川・運河の利用の目的

図－５　性別，年代別の利用有無

図－６　幼少時（上図），高校時（下図）の利用頻度

図－７　最近 5年内（現在）の滞在時間別利用用途

図－８　中学以下の時期の滞在時間別利用用途

図－９　年代別の中学以下の時期の利用用途

表－７　最近 5年内（現在）の利用回数別利用用途
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以上だった。但し，各年代の幼少時及び高校時の河川の利用頻度

では，現在 30 代以下の若年世代の方が現在 40 代以上の回答者よ

り多かった。特に，30 代以下の回答者の幼少時において「週に 1

回以上」利用していた回答者の割合は，40 代以上の回答者より

も多かった（図－６）。

（３）滞在時間別，利用回数別の利用用途

　最近 5年間及び中学以下の時期それぞれについて，滞在時間別，

利用回数別の利用用途の割合を図－７，図－８，表－７，表－８

に示した。両者を比較すると，滞在時間別には利用用途が有意に

異なるが，利用回数別には有意差が認められなかった（図－７，

図－８，表－７，表－８）。滞在時間別の利用用途について，最

近 5 年間の利用について，90 分未満の利用では景観と散歩の割

合が高く，90 分以上では「癒しや精神的な落ち着きを求める」，

食事の割合が高い傾向がみられた。中学以下の時期の利用につい

て，60 分未満では景観，散歩の割合が高く，60 分以上では，遊び，

魚釣り・虫捕り，運動などの割合が高い傾向がみられた。

　中学以下の時期の利用用途を年代別で比較すると（図－９），

現在 30 代以下の世代は，散歩や遊びが多く，40 代及び 50 代は

運動，60 代以上は魚釣り・虫捕りがそれぞれの年代と比較して

多かった。

（４）相関係数及び重回帰分析

　最近 5年以内の河川の利用時間，利用回数と要因として設定し

た変数との相関を表－９に示した。利用時間と利用回数で相関が

高い変数が異なった。

　利用時間と相関が最も高い変数は「中学以下利用時間」0.435 で，

比較的相関係数が高いのが「中学以下回数」0.400 だった。利用

回数と最も相関が高い変数は「中学以下回数」0.600 で他と比較

して相関が強い。また利用時間の方には「名古屋在住歴」が，利

用回数の方には「年代」が相関の変数として抽出出来た。

　既往研究から要因として仮定して投入した居住環境についての

変数，河川環境についての変数の多くは（表－９），現在の時間，

回数との間に有意な相関がなかった。

　次に，相関係数で有意となった変数を投入し，重回帰分析を行っ

た結果を表－10 に示した。利用時間と利用回数で相関が高い変

数が異なることから，従属変数には「現在の時間」と「現在の回

数」のそれぞれを用いた。その結果，利用時間の方は，3つの変数

が抽出され「距離」，「中学以下における時間」，「親近感」が有意

な変数として抽出された。モデルの重相関係数 R2 は 0.292 だった。

　利用回数の方では，「中学以下における回数」，「距離」が有意

な変数として抽出され，「年代」が有意差がないものの比較的影

響力のある変数として抽出された。モデルの自由度調整済み重相

関係数は Adj R2=0.387 で比較的良好なモデルが得られた。

　現在の利用回数と利用用途に対して，社会的要因と環境的要因

の相関及び重回帰分析を行った結果，相関が高い要因としては，

社会的要因から「中学以下における滞在時間」，「中学以下におけ

る回数」，「親近感」，「年代」，「距離」が抽出され，環境的要因か

らは「学区緑被率」のみが抽出された。しかし，この中で「学区

緑被率」は有意な変数として抽出されなかったため，社会的要因

のみが抽出された。

（５）パス解析

１）滞在時間モデル

　重回帰分析の結果抽出された変数を用いて，「現在の滞在時間」

「現在の回数」を説明するパスモデルを仮定してパス解析を行った。

仮説モデルの検証にあたり，仮説モデルに合わせて観測変数を投

入し適合度の高いモデルを探索した。なお，滞在時間モデル，利

用回数モデルの両方で，「中学以下における時間」と「中学以下

における回数」の両方が変数として抽出されたが，両者の相関は

表－８　中学以下の時期の利用回数別利用用途

表－10　重回帰モデル

表－９　相関係数

図－10　滞在時間モデル

図－11　利用回数モデル
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0.7 以上で高いため，それぞれの従属変数に対して，より相関が

高い方を変数として用いた。

　滞在時間モデルについて（図－10），適合度指標は，それぞれ

CFI=1.000，PCFI=0.100，RMSEA=0.000 で十分に適合度の高い

モデルが得られた。現在の回数に対して最も影響力が強い変数は，

「中学以下における時間」で直接の標準偏回帰係数が 0.36 だった。

２）利用回数モデル

　利用回数モデルについて（図－11），適合度指標は，それぞれ

CFI=0.942，PCFI=0.282，RMSEA=0.079 で滞在時間モデルより

は適合度が低いが，十分に適合度が高いモデルが得られた。現在

の回数に対して最も影響力が強い変数は，「中学以下における回数」

で直接の標準偏回帰係数が 0.63 だった。

４．考察

（１）河川の文化的サービスの享受の状況

　本研究で調査対象とした河川は，一級河川から普通河川までが

含まれているため，水面面積，緑被率等の河川の環境にはそれな

りの差がある。しかし，河川別に利用用途に差がみられなかった。

既往研究から，河川の場所による空間構造や自然度の違いは，利

用用途に影響を与えて場所別に異なる利用用途が見られることが

指摘されている 17）。また，地域を代表する一級河川を比較した

場合，水質等の環境要因で利用用途が異なるとする研究がある
18）。今回はこれらの既往研究と異なり，都市域に含まれる河川の

上下流一帯が含まれるスケールでの比較を行った結果，このスケー

ルでの河川別の利用用途には差がみられなかった。こうした点は，

河川を対象としたイメージの研究からは支持される。河川に対す

るイメージや要望は河川環境が異なっていても同様の傾向を示す

ことが明らかにされている 3）。利用用途において，河川別の特徴

を創出するには，河川整備や施策に対して相当の注力が必要であ

ることが示唆される。

（２）社会的要因と環境的要因の比較

　重回帰分析の結果（図－12），環境的要因の変数は抽出されず，

都市住民（20 歳以上）が，都市河川から CS を享受するに至るの

に強く影響を及ぼすのは，社会的要因の影響が大きいことが示さ

れた。特に影響が大きいのは，「中学生以下の時期の利用回数」，

「中学生以下の時期における滞在時間」であり，また，こうした

河川の体験から得られる河川に対する「親近感」も影響があると

考えらえる結果となった。過去の経験が，当該環境の重要性や好

感性といった主観的評価に対して影響を与えることを指摘した研

究は多く 40）～43），本研究の結果はこれらの研究から支持されるも

のである。本研究の結果からは，主観的な評価だけでなく，現在

の利用回数や利用時間についても過去の経験の影響が大きいこと

が示唆される。

（３）モデルの有効性

　パス解析において，河川の滞在時間モデルと利用回数モデルで

異なる構造モデルとなった。このことから，現在，滞在時間が長

い CS を享受している住民は，中学以下の時期においても河川を

滞在時間の長い利用用途（釣り，ピクニック等）で利用して，

CS を享受していたことが示唆される。年代別の中学生以下の時

期の利用用途から（図－９），60 代以上の世代は魚釣り・虫取り

が多く，河川に直接触れ合う用途が多いが，50 代以下の世代は

運動や散歩等が多く，河川の公園緑地やグランドを主に利用して

いたと考えられる。これは，1965 年に建設省の河川占有許可通

達において河川敷地への，公園，緑地及び広場の設置が進められ

たこと 44）が背景にあると考えられる。

　河川の CS を保全していくにあたり，こうした年代別の河川利

用の経験の違いには留意する必要があるが，将来的に河川からよ

り長時間の CS を享受する市民を増やしていくためには，中学以

下の時期において，河川から CS を長時間享受する機会を増やし

ていくことが有効であると考えられる。 

（４）都市河川からの CS 享受の意思決定モデルの検討

　本研究の結果より，仮説モデルは図－12 の様に解釈が可能で

ある。図－12 は変数間の強度を相関係数及び標準偏回帰係数に

基づき表現した。このモデルより，河川の親水性を向上する整備

事業等の効果を継続的に上げていくには，環境整備と同時に河川

の利用を促進する施策が必要であり，こうした相互補完的な好循

環を形成していくことが，CS の豊かな河川整備に有効であると

考えられる。

　しかし，昨今，河川のレクリエーション利用等が減少傾向にあ

ることが報告されており 45），今後，ますます利用が減少してい

くことが懸念される。将来的な利用者の増加を見込むためには，

まずこの傾向を変える方策が必要であると考えられる。そのため

の一つの方策として，自治会・こども会や学校教育において河川

を活用した環境教育や環境活動を促進することは効果的であると

考えられる。また同様に，滞在時間の長い利用用途を促進するた

めには，滞在時間の長い利用用途の経験の影響が大きいとの結果

から，こうした利用用途のために訪れやすい河川整備に注力する

ことや，河川環境と長時間ふれあうことが出来るイベントの開催

などが効果的と考えられる。

５．結論及び今後の課題

　本研究は，都市住民が河川からの CS を享受する要因として，

中学以下の時期の利用時間と利用回数の影響が，河川の物理的環

境要因や住民の居住環境要因と比較して，より大きいことを明ら

かにした。

　ただし，本研究はアンケート回答者数の制約もあり，都市住民

の基礎属性別の解析や CS 別の意思決定要因を解析するには至ら

なかった。また，本研究では CS について，良い方面に評価され

る，言わば正の CS のみを調査対象としたが，河川の CS には，

恐怖心や嫌悪感，騒々しさといった負の CS も少なからずあるこ

とが予測されるため 46），負の CS に関する研究も必要である。

　また，中学以下の時期の経験について，CS 別の利用時間や利

用回数まではアンケートの回答が煩雑で困難になることが予測さ

れたため回答を得ておらず，解析出来ていない。こうした点を把

握するための研究を行う事で，河川からの CS を享受する意思決

定要因の詳細が把握でき，河川整備や河川の利活用促進のために

有用な知見が得られると考える。このような研究は，今後の課題

である。
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